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（ 1）　Albert Jan van den Berg, The Arbitration Convention of 1958, （1981）, p. 269. 























「国際商事仲裁に関するモデル法（UNCITRAL Model Law on International 
Commercial Arbitration, 以下， UNCITRALモデル法とする）（4） は，このような
立場をとっているが，実際には各国の法律が一致しているのではない。大別す
（ 2）　van den Berg, supra note 1, p. 269.
（ 3）　van den Berg, supra note 1, p. 22. Gary B. Born, International Commercial 
Arbitration Volume II, Wolters Kluwer, 2009. p. 2552. ニューヨーク協約と異な






































（ 5）　Emmanuel Gillard and John Savage, Fouchard, Gillard, Goldman on 
International Commercial Arbitration, Kluwer Law International, 1999, p. 914. 
これに対する賛否の議論に関しては，이상원 , “취소된 외국중재판정의 승인




























































































































































（16）　UNCITRALモデル法第34条に対する立案当時の参考資料 A/CN.9/264 （25 
March 1985） ─International Commercial Arbitration: Analytic commentary on 






































































국의 중재판정 취소에 관한 연구：판례법과 제정법의 조화를 중심으로”，
「중재연구」 제22권 제 2 호，한국중재학회，2012. 8. p. 138 参照。しかし，こ
のうち本案審査が主たる問題となる事由は，「明白な法の無視」となろう
（Gary B. Born, supra note 3, p. 2639 参照）。
（21）　Wilko v. Swan, 346U.S. 427, 436～437 （1953）.
（22）　Jack J. Coe Jr., International Commercial Arbitration: American Principles and 
Practice in a Global Context, Transntional Publishers, 1997, p. 304. 김진현，정
용균，前掲註（20 p. 139.
















（24）　Gary B. Born, supra note 3, p. 2641


















































（28）　Gary B. Born, supra note 3, p. 2647




























（30）　Emmanuel Gillard and John Savage, supra note 5, p. 924. 
（31）　Emmanuel Gillard and John Savage, supra note 5, p. 922.フランスは，国際
仲裁に対して最小限の監督を行う国であるとする評価もある（Nigal 





















Oxford University Press, 2009. p. 607.）。


































してきた（38）。米国最高裁は，最近，前述した Hall Street Assoc., LLC v. Mattel 
Inc. 事件において国内仲裁判定の強化された司法的審査を規定する合意の有効
性を検討しつつ，連邦仲裁法上の判定の取消事由は限定的なものであり，実定



































（40）　Emmanuel Gillard and John Savage, supra note 5, p. 923
（41）　Saenger, Zivilprozessordnung Handkommentar （4. Auflage）, Nomos 
Verlaggesellschaft, 2011, p, 2074.
（42）　拙稿，“仲裁判定의 取消”，「법조」，575호，법조협회，2004. 8. p. 11.石光
現，「國際商事仲裁法硏究 제 1 권」，박영사，2007, p. 198.




























중재판정의 사법심사 확대에 관한 연구 ─미국판례를 중심으로─”，「商事判例
硏究」，제21집 3 권 , 한국상사판례학회，2008. 8. P. 363）。






































（46）　Gary B. Born, supra note 3, p 2663
（47）　Emmanuel Gillard and John Savage, supra note 5, p. 917.
































（49）　Gary B. Born, supra note 3, p. 2651.
（50）　Nigal Blackaby et al., supra note 31, p. 607.
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유의 확장 또는 제한 ─ 법원에 의한 본안의 심사와 관련하여」の邦語訳である。
　本訳文が，李鎬元教授の主張されるところを誤ることなく伝えることができ
ているとすれば，訳者の喜びこれに過ぎるものはない。翻訳を快く承諾下さっ
たうえ，邦語訳に際してご指導・ご教示を惜しまれなかった李鎬元教授に対し
て，この場をお借りし，あらためて心より御礼申し上げる。紙幅との関係で本
稿に於いて引用された条文の邦語訳を示すことができなかった。今後の課題と
して，韓国の民事手続法典の邦語訳に努めたい。
　なお，本稿は，日本学術振興会科学研究費助成事業平成27年度研究助成若手
研究（B）26780053および日本学術振興会（JSPS）・韓国研究財団（NRF）二
国間交流事業平成27年度共同研究「日本と韓国における民事手続法の展開に関
する二国間史的考察─現行法制定を中心に─」および全国銀行学術研究振興財
外国民事訴訟法研究（41）　　87
団2015年度助成「日本と韓国における債権回収に関する比較民事執行法研究─
実務運用を中心に─」による研究成果の一部である。
